
2012年6月20日、 ブ リ ュ ッ セ ル に て
JEITA と米国 ITI、 欧州 DIGITALEUROPE
（DE) の電子情報技術産業の3団体の代表な
らびに、日米欧の政府関係者が参加しサイ
バーセキュリティ政策と関連通商課題に関す
る合同会合を開催。

1．産業界セッション

JEITA、ITI、DEの3団体代表による情報交換、討議
米国：米国議会、行政機関でのサイバーセ●●
キュリティ関連規則・提案状況
EU：インターネットセキュリティ戦略、●●
EU 情報保護規則
日本：サイバーセキュリティ現況●●

中国：第12次5ヵ年計画における情報セ●●
キュリティ、暗号政策、MLPS
インド：国家通信セキュリティ政策●●
ロシア：暗号化規制●●
ベトナム：暗号化法●●

JEITA プレゼンテーション
EU 情報保護規制について　　　　　　　●●
（日立製作所　白川氏）
日本のサイバーセキュリティ政策　　　●●
（ブリュッセル事務所矢島氏）
インド国家通信セキュリティ政策に対する●●
懸念および国際基準 / 慣行に則ったセキュ
リティ評価認証の必要性について　　　
（NEC 　千原氏）
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2．官民セッション

JEITA、ITI、DE、代表および日米欧政府関
係者による意見交換

経済産業省　情報セキュリティ政策室　　●●
上村室長
自由貿易促進を支援。日本は IT の政府調
達についてもコモンクライテリアを活用。
他の国々もコモンクライテリアへの参加が
必要。サイバー攻撃への対応を含め、前進
していきたい。
JEITA 通商委員会　千原委員長（NEC）●●
サイバーセキュリティを強固にするには国
際的協調が不可欠。昨今目立って増加して
いる新興国における保護主義的動きに対し
て、日米欧が一枚岩となって国際標準に基
づく高いレベルの国際ルールの構築に向け
進む必要。今回の3団体合同会合によりサ
イバーセキュリティに関する国際協調に向

け弾みをつけることができた。3地域の政
府にも理解と支援をお願いする。●
米国国務省 Verveer 大使●●
米国でもセキュリティに関する立法活動が
進展。ネットワーク保護には自国だけでな
くグローバルな視野が必要。セキュリティ
確保のために貿易障壁を生んではいけない。
欧州委員会貿易総局 Weller 氏●●
今回のイニシアチブを大いに評価する。
インド、中国の動きを懸念している。セキュ
リティが保護貿易主義の言い訳に使われて
はならない。

3．JEITA、ITI、DE3団体による産業界共同声明

各団体の Web ページに掲載、各国政府関
係者、メディア等、外部広く発信
h t t p : / /www . j e i t a . o r . j p / e n g l i s h /
topics/2012/0622/release_2012_en.pdf
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